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2021年度日本土壌肥料学会主催シンポジウム 

「原発事故から 10年－これまで・今・これからの農業現場を考える」 

 

2021年 11月 5日（金）パルセいいざか 

 

◇プログラム： 

 

10:20-10:21 開会の案内；矢内純太（京都府立大学） 

10:21-10:26「日本土壌肥料学会・日本学術会議からの挨拶」； 

波多野隆介（北海道大学・日本土壌肥料学会前会長）  

10:26-10:30来賓 ご挨拶； 武田信敏（福島県農業総合センター所長） 

 

10:30-11:00「はじまりは地震と共に－成果を繋ぐ研究の進展」；塚田祥文（福島大学）                     

11:00-11:30「農地土壌の放射性物質濃度分布図の作成について」； 

前島勇治・高田裕介・神山和則（農研機構） 

11:30-12:00「除染後農地の問題点と農業復興に向けた取り組み」； 

齋藤 隆（福島県農業総合センター） 

              

12:00-12:50 昼食 

 

12:50-13:20「動きにくいセシウムの３つのかたち」；山口紀子（農研機構） 

13:20-13:50「作物を放射能汚染から守る黄砂の力」；中尾 淳（京都府立大学）                   

13:50-14:20「カリウム肥料を撒くことの効果－水稲―」；藤村恵人（農研機構）  

                    

14:20-14:30 休憩 

 

14:30-15:00「ダイズの放射性セシウム濃度が高い理由」：二瓶直登（福島大学）                     

15:00-15:30「水稲におけるセシウムの吸収と体内での動き」；古川 純（筑波大学）                     

15:30-15:55「これから歩む道－日本土壌肥料学会・日本学術会議の役割」； 

信濃卓郎（北海道大学） 

 

15:55-16:25「総合討論（パネル形式）」；司会 信濃卓郎・中尾 淳 

16:25-16:30「閉会の言葉」；妹尾啓史（東京大学・日本土壌肥料学会会長） 
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対面式でのシンポジウム参加にあたって 

 

２０２１年１１月５日，福島市「パルセいいざか」において対面式で開催いたします。 

開催にあたっていくつか注意事項があります。 

 

１）会場へのアクセス 

公共交通機関をご利用になる場合は福島駅（東口）より飯坂電車をご利用いただき，終点の飯

坂温泉駅で下車。徒歩 8分程度で会場に到着いたします。由緒ある温泉街を経由して歩くため，

歩道が狭い事にお気を付けてください。なお終点にはあまりタクシーは待機しておりません。タクシ

ーを利用される場合は事前に予約等をされると良いと思います。 

 

２）昼食について 

会場周辺には２００m程の距離にいくつか食事を取ることが可能な場所があります（そば，ラーメ

ン，餃子など）。ただし，いずれも大きな店舗ではなく，また休業をされている場合も多いことはご承

知おきください。今回のシンポジウムではゴミを確実に片付けるということで会場での飲食の利用が

可能です。事前に昼食を購入し持参していただく事を推奨いたします。なお，周辺のコンビニエン

スストアは駅前にファミリーマートがあります。 

 

３）ゴミについて 

施設内および会場周辺へのゴミの放置は厳禁です。会場内に適宜ゴミ袋を設置いたしますの

で，確実に廃棄をしていただくようにお願い致します。また，昼食後，シンポジウム終了後にはゴミ

の回収も行いますので，ご協力お願い致します。 

 

４）感染対策 

会場入り口において体温測定を行います。明らかに発熱されている場合は入館をご遠慮いただ

く事になりますのでご了解お願い致します。入館時には手指の消毒をお願い致します。消毒液は

入り口に配置いたします。 

会場への入館時および会場内においてはマスクの着用をお願い致します。会場内での大きな声で

の会話はお控えください。また，着席については必ず一席以上の間隔を開けてのご着席をお願い

致します。会場は広く用意しておりますので，ご協力をお願い致します。質問される場合は着席に

て挙手をお願いいたします。スタッフがマイクをお持ちいたします。 

イベント終了後２週間以内に新型コロナウイルス感染症を発症した場合は， 保健所が実施する

行動履歴等の調査にご協力をお願いします。 

 

なお，講演者に関しては音声を明瞭に伝えるため，アクリル板の衝立の後ろでマスクを外してい

る場合があります。この点はご理解お願い致します。 
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５）会場内での問い合わせについて 

シンポジウム運営スタッフはそのことがわかるような名札をつけております。お声掛けください。 
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オンラインでのシンポジウム参加にあたって 

 

本シンポジウムは「パルセいいざか」においての対面式での開催と致しますが，オンラインでの視

聴の希望も複数寄せられたため Youtube ライブ配信によるオンライン配信も行う予定にしておりま

す。ただし，オンライン配信はあくまでも補助的に行うため，以下の点にご注意の上，ご参加くださ

い。 

 

オンライン配信においては会場から公演の様子をそのまま撮影して公開する手法を取るため，

画質等は不鮮明になる可能性が高いことをご了解ください。オンライン視聴者からの質問に関して

は Youtube上のメッセージを利用してください。ただし，いただいたメッセージに関しては全てをシ

ンポジウム中にご紹介できるとは限りません。 

 

なおメッセージの入力に関しては Youtubeへのログインが必要となりますが，その方法に関して

のお問い合わせにはお答えすることはできません。各自で設定をお願い致します。 

 

同様にオンライン接続に関しての技術的な問い合わせなどに関しては一切お受けすることはで

きません。大変申し訳ございませんが，PCの設定等に関しては各自で行っていただきたく思いま

す。 

 

Youtube ライブ配信のアクセス先は 

https://youtu.be/8uKUvCJP9N0 

となります。当日 10時頃にはオープンを予定しております。 

このアクセス先は限定配信のため，不特定多数への拡散はお控えください。 

 

 

https://youtu.be/8uKUvCJP9N0
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はじまりは地震と共に：成果を繋ぐ研究の進展 

○塚田 祥文（福島大学 環境放射能研究所） 

 

１．はじめに 

2011 年 3 月 11 日 14:46，当時勤務していた環境科学技術研究所（青森県六ケ所村）でも，これ

までに経験したことのない大きな揺れを感じた（日本の観測史上最大のマグニチュード 9.0）。かろ

うじてラジオで情報を収集するも，思うような状況がつかめず，津波が襲来している恐れのある沿岸

を避けて帰宅した。停電のため家電製品が一切使えず暖もとれず，物置から小さなポット式ストー

ブを運び出し家族で囲んで 2 日間を過ごした。その頃は生活の回復にいっぱいで他のことに気が

回らなかった。電気が復旧してからテレビを見て愕然とした。3 月 12 日 15 時に東電福島第一原発

が水素爆発し，大量の放射性物質が環境に放出されたと報道があった。その時に，これまでのスリ

ーマイル島原発やチェルノブイリ原発事故から，放射性希ガスや揮発性の高い放射性ヨウ素や放

射性セシウムが揮散していたことが脳裏を過った。原子力施設周辺では災害に備えた防災訓練を

定期的に実施しているが，この時複合災害時における対処の難しさを感じた。東電福島第一原発

では，13 m の津波が押し寄せ，非常用発電機にも海水が浸り全ての電源を喪失した。また，外部

電源の供給も絶たれ，原子力発電所にとって致命的な事故となる最も大切な冷却機構を失った。

放水や電源確保など懸命な対応も及ばず，最も深刻な原子力事故（国際原子力事象評価尺度で

最上位のレベル 7：深刻な事故）となった。 

6.7 m の津波が押し寄せ 2 名がなくなった青森県三沢市の漁港での復旧作業に，若手同僚と 2

日間参加した。木造家屋は跡形もなくなり，鉄筋コンクリートの建屋もスチール入りの窓ガラスまでも

散在し，ただ無残な状況で津波の威力を思い知った。その頃，当時日本土壌肥料学会長の南條

正巳先生（現東北大学名誉教授）から環境放射能研究関係者に「放射性物質拡散によって農業

分野において甚大な被害が想定される。環境放射能に関する正しい知見を，学会としていち早く

周知するので協力して欲しい。」と強い打診があった。3 月でまだ本格的に作物が栽培されていな

かった時期であったが，各地の環境放射線（能）モニタリング結果が報道され，静岡県のお茶からも

放射能汚染が報告された。土壌肥料学会からの発信は，迅速性と，一過性ではなく長期に亘る科

学的な知識を正確に発信することが重要視され，学会ホームページを通じて 2011 年 3 月 28 日に

原発事故関連情報(1)を公表し，その後概ね 2 週間毎に 6 月 6 日の原発事故関連情報(7)：提言ま

で，これまでの知見を集約して掲載した（日本土壌肥料学会）。その後も，日本土壌肥料学会では

継続して様々な対策や知見に関する情報発信を継続している。これまでに蓄積してきた環境放射

能に関する知識がまさか社会で直接利用されることになるとは夢にも思っていなかった。 

今では一般にも知られている「放射性セシウムは土壌中では移動しにくい。」と言う事実にしても，

テレビで化学の専門家と称する教授が「セシウムはナトリウムと同じような性質で，土壌から地下水

へ移動し，汚染は拡散する。」と報道され驚愕した。環境放射能の研究者は，化学的な知識のみな

らず環境に関する充分な知識を備えていることの重要性を痛感すると同時に，マスコミの報道のあ

り方に違和感を憶えた。 
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２．食品基準値と作物濃度の低減化 

事故を受けて厚労省は，2011 年 3 月 17 日に原子力安全委員会により示された指標値を暫定基

準値とした。その後，食品安全委員会の食品健康影響評価を受け，放射性セシウムについて食品

から許容することのできる線量を年間５ mSv から１ mSv へ引き下げるとする基本的な考え方が提

案され，半減期が 1 年以上の 134Cs，137Cs，90Sr，106Ru，238Pu，239Pu，240Pu， 241Pu を考慮した，放射

性 Cs の飲食物の基準値（100 Bq/kg）が 2012 年 4 月 1 日から施行された。 

農業分野でも，作物中放射性 Cs の低減に向け様々な対策が取られた。特筆したい効果的な対

策として，１）カリウムの施肥（福島県）と，2)表土剥ぎ取り除染（環境省），がある。表土の剥ぎ取りは，

放射性 Cs が土壌中では強固に結合し移動しにくく表層に留まっていることから，攪乱される前に物

理的に剥ぎ取り除去する方法である。一方，カリウムの施用については 2011 年の事故以前から世

界中で多くの知見が出されていたが，施用するカリウムの量を規定した基準値までは出されていな

かった。作物中放射性 Cs 濃度の低減化に向けた積極的なカリウム施用量の設定は，世界で初め

てでありイネの放射性 Cs 濃度を基準値以下に抑えることに繋がった。それらの対策によって，2015

年以降イネの全袋検査において基準値を超える値は報告されていない。 

 

３．新たな課題：灌漑水 

 作物への放射性物質の移行は，葉面と土壌からの吸収が主な経路であり，2011 年の事故前から

世界中で多くの研究が行われていた。一方，灌漑水から作物への放射性物質の移行研究成果は，

充分でなかった。主食となるイネの栽培には大量の灌漑水を利用し，福島県内には 3700 のため池

があり，灌漑水からイネへの放射性 Cs の移行についての成果が急がれた。先ずは，灌漑水中放

射性 Cs の存在形態と濃度（e.g. Tsukada & Ohse, 2016; Tsukada et al., 2017），灌漑水からの放

射性 Cs 移行に関する成果（e.g. Myttenaere et al., 1969; Suzuki et al., 2015; Uematsu et al., 2017）

が報告され，その結果灌漑水からイネへの移行は限定的であることが明らかになった。 

 

４．世界を繋ぐ研究成果 

これまで，環境の広い範囲に放射性物質が放出されたのは，1950 および 1960 年代に行われて

いた大気圏核実験，1986 年のチェルノブイリ原子力発電所事故と 2011 年の東電福島第一原子力

発電所事故などであった。このような事態に備えて作物中放射性物質の濃度を予測することは，人

の被ばく線量を予測するうえで大変重要な課題であり，室内実験による土壌から作物への移行に

関する多くの成果も併せて，IAEA 等の世界的な機関でも様々な情報を取りまとめている（IAEA, 

2010; IAEA, 2020）。また，土壌から作物への移行モデルについても多くの成果が報告されている

（e.g. Absalom et al., 1999; Amano et al., 2003; Takahashi et al., 2003）。 

モデルを用いた作物中放射性物質の濃度予測に用いる移行パラメータは，比較的大きな変動

範囲を持ち合わせている場合が多く，そのため作物の予測濃度も移行パラメータに依存した変動

を含んでいる。一方で，いくつかの測定の組み合わせによって，大気圏核実験由来による比較的

低い濃度からチェルノブイリ原発や東電福島第一原発事故による高い濃度まで，土壌の汚染濃度

が 6 桁以上に亙る条件で，しかも様々な土壌の種類であっても，高い精度で作物中濃度を予測可
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能であることが明らかになってきた。 

 

５．事故における営農対策からの教訓 

表土剥ぎ取り除染によって農地土壌中放射性 Cs 濃度が 5000 Bq/kg 以下となり，カリウム施用

など適切な営農管理によって作物への放射性 Cs 移行低減化は，継続してきたモニタリングの結果

からも充分に可能であることがあらためて示されている。しかしながら，放射性 Cs の強固結合を期

待してゼオライトの施用が実施されたが，直接的な効果は得られていないことが報告されている

（e.g. Yamaguchi et al., 2019）。また，新聞報道にもあったように，ヒマワリにセシウムを吸収させて土

壌を除染しようとした試みも失敗に終わった。未だに風評など，根拠のない情報によって過剰な対

策が取られている現状も事実である。 

 

６．残された課題 

2011 年から 10 年を経過し，急を要する課題は解決された。一方で，残された課題には時間を要

する難しい課題が残されている。例えば，1)帰還困難区域と周辺地域の営農再開，2)廃炉に伴う原

発周辺での営農再開，3)自生植物・キノコと野生動物の活用，4)帰還困難区域における野生動物

の増加（Lyons et al., 2020）と営農再開への影響などである。更に，低線量・低線量率における生

物影響は，難しい問題で不明な点が多く残されている。 
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radiocaesium in soil with accelerated ageing. J. Environ. Radioact., 203, 18-24.  
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農地土壌の放射性物質濃度分布図の作成について 

○高田裕介，前島勇治，神山和則（農研機構農業環境研究部門） 

 

１．はじめに 

2011 年 3 月 11 日の東日本大震災後に発生した東京電力福島第一原子力発電所（以下，福島

第一原発）の事故により，大気中に大量の放射性物質が拡散し，福島県を中心に放射性物質汚染

が広範囲に及んだ。放射性物質により汚染された農地の除染や営農上の対策を進めるためには，

事故後 10 年以上が経過した現在でも「どの程度の放射性物質がどこにあるのか」を経時的に把握

することが重要である。 

農林水産省は広域での農地土壌中の放射性物質濃度分布の現況を早期に把握すべく福島第一

原発の事故直後から，文部科学省，宮城県，福島県，栃木県，群馬県，茨城県，千葉県等と連携・

協力して，平成 23 年度科学技術戦略推進費「放射性物質による環境影響への対策基盤の確立」

により，農地土壌の放射性物質濃度分布図を作成し，平成 23 年 8 月 30 日に公表した（農林水産

省 2011a）。同年 9 月 14 日には，農林水産省がこの農地土壌放射性物質濃度分布図を基に，「農

地土壌の放射性物質除去技術（除染技術）について」を公表し，放射性物質濃度分布図で地図凡

例として用いられた土壌中の放射性物質濃度区分ごとに農地土壌除染技術適用の考え方を示し

た（農林水産省 2011b）。それ以降，農林水産省は毎年度，農地の除染や現場での営農対策への

活用を目的に農地土壌中の放射性物質濃度のモニタリングを実施し，放射性物質濃度分布図を

公表してきた（表 1）。さらに，農林水産省（2020）は，福島県における農地土壌中の放射性物質濃

度分布図等の経年変化をまとめ，農林水産省 HP 上で公開している。 

 

本シンポジウムでは，農林水産省から委託を受け，2011 年から現地調査，分析及び放射性物質

濃度分布図の作成を行ってきた旧（独）農業環境技術研究所（農研機構農業環境変動研究センタ

ーを経て，現在，農研機構農業環境研究部門）の取組について紹介する。 
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２．放射性セシウム濃度測定・放射性濃度分布図作成について 

１）現地調査・放射性セシウム濃度測定 

 現地調査は，調査ほ場の現況確認（耕うん状況，除染状況）を行った後，土壌試料採取（深さ 15

㎝若しくは作土層）及び放射線量測定（地上高 1 ㎝及び 1m）については，調査ほ場に対角線を引

き，その交点 1 点，対角線の交点と各頂点との中点 4 点の計 5 箇所で行った（図 1）。5 箇所から採

取した土壌試料は風乾後，良く混合して 2 ㎜ふるいを通し，ゲルマニウム半導体分析装置等を用

いて放射性セシウム（Cs137，Cs134）の濃度を測定した。年度ごとの調査地点数及び放射性セシウ

ムの減衰量を考慮した基準日の設定について，表 1 に記載した。なお，各調査年度の基準日は，

原子力規制委員会等が実施した航空機モニタリングデータの基準日と同じ日に設定した。 

 
図１．現地調査及び放射性セシウム濃度測定 

２）空間線量率からの農地土壌の放射性物質濃度の推計 

 現地調査で測定した空間線量率（地上高 1ｍ）と土壌中の放射性セシウム濃度との関係性を解析

したところ，土壌の種類，耕転状況，地目の違いにより一定の相関関係があることが明らかとなり，

空間線量率から放射性物質濃度をより精緻に推計するための予測式（回帰式）を類型化した（図

2）。この予測式と農研機構が公開しているデジタル土壌図及び航空機モニタリングデータによる空

間線量率分布図（原子力規制委員会等）を用いて，調査地点以外の農地土壌の放射性物質濃度

分布図を作成した。 

 

図２．空間線量率（地上高 1m）からの農地土壌の放射性物質濃度の推計するための予測式（農林水産省 HP よ

り：令和２年 12 月 25 日） 
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３）農地土壌の放射性物質濃度分布図の作成方法 

農地土壌の放射性物質濃度分布図の作成方法については調査地点数や調査時期により，次

の手法で地図化した。 

平成 24 年 3 月公開図：福島県で約 2，200 地点，他の 14 都県では計約 1,200 地点の総計約

3,400 地点を調査地点とした。また，空間線量率と放射性物質濃度の関係性を示した予測式を土

壌の種類，耕転状況，地目の違いから 10 区分に類型化し，それぞれの調査地点と各予測式から

得られる予測値（空間線量率分布図とデジタル土壌図を用いて算出）との差（予測誤差）の地理的

分布状況を解析し，予測式の誤差を補正して放射性物質濃度分布図を作成した（農林水産省

2012; Takata et al., 2014）。 

 

図 3． 農地土壌中の放射性物質濃度分布図（農林水産省 HP より：平成 24 年 3 月 23 日） 

 

平成 25年 8月及び平成 26年 10月公開図：放射性セシウム濃度測定においては，１）の地図作

成時に行った調査地点と同一地点（平成 25 年；福島県で 360 地点，他の５都県では 86 地点，平

成 26 年；福島県で約 340 地点）で実施した。１）の調査時から放射性物質濃度が変化していること

から，土地利用の違いや避難指示区域の違いごとに放射性セシウム濃度の低下率を算定して，１）

の放射性物質濃度分布図に掛け合わせることで放射性物質濃度分布図を作成した（農林水産省

2013，2014）。 

 

平成 27 年以降の公開図：放射性セシウム濃度測定においては，過去の地図作成時に行った

調査地点とほぼ同一地点（福島県で約 300～400 地点）で実施した。また，空間線量率から

の農地土壌の放射性物質濃度の推計については，調査地の農地除染が進んだことから，空間

線量率（地上高 1m）と放射性物質濃度の関係性を示した予測式を土壌の種類，除染状況，地

目の違いから８区分に類型化した（図 2）。それらの予測式を用いて空間線量率分布図（原子

力規制員会）とデジタル土壌図を用いて放射性物質濃度分布図を作成した（農林水産省2015，

2017，2018a，2018b，2019，2020）。なお，表 1脚注に示したとおり，平成 26年以前に公表

した放射性濃度分布図とは作成方法が異なるため，比較することはできない（農林水産省

2020）。 

 

３．まとめ 
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 福島第一原発の事故が発生してから 10 年以上が経過した現在も，農林水産省は福島県や関係

機関と協力して，放射性物質の影響を受けた農地にかかる除染や営農上の対策を進めるための

基礎的な知見として，毎年度，農地土壌中の放射性濃度分布図を作成しており今後も引き続き，

農地土壌の放射性セシウム濃度の推移を把握するための調査を進めることとしている。 

 

謝辞 

 本研究は，平成 23 年度科学技術戦略推進費「放射性物質による環境影響への対策基盤の確立」

及び「放射性物質測定調査委託事業」等で実施した。 

 

引用文献 

農林水産省 2011a. 農地土壌の放射性物質濃度分布図の公表について（平成 23 年 8 月 30 日） 

農林水産省 2012. 農地土壌の放射性物質濃度分布図の公表について（平成 24 年 3 月 23 日） 

農林水産省 2013. 農地土壌の放射性物質濃度分布図の公表について（平成 25 年 8 月９日） 

農林水産省 2014. 農地土壌の放射性物質濃度分布図の公表について（平成 25 年 10 月 17 日） 

農林水産省 2015. 農地土壌の放射性物質濃度分布図の公表について（平成 27 年 11 月 30 日） 

農林水産省 2017. 農地土壌の放射性物質濃度分布図の公表について（平成 29 年 1 月 1９日） 

農林水産省 2018a. 農地土壌の放射性物質濃度分布図の公表について（平成 30 年 3 月 30 日） 

農林水産省 2018b. 農地土壌の放射性物質濃度分布図の公表について（平成 30 年 12 月 7 日） 

農林水産省 2019. 農地土壌の放射性物質濃度分布図の公表について（令和元年 10 月 11 日） 

農林水産省 2020. 農地土壌の放射性物質濃度分布図の公表について（令和 2 年 12 月 25 日） 

上記，農林水産省 2011a～農林水産省 2020 の閲覧先は農林水産省 HP にリンクが張られている。

（https://www.affrc.maff.go.jp/docs/map/index.htm） 

農林水産省 2011b. 農地土壌の放射性物質除去技術（除染技術）について（平成 23 年 9 月 14 日付け農林水

産省プレスリリース） 

Takata Y., Kohyama K., Obara H., Maejima Y., Ishitsuka N., Saito T., Taniyama I. 2014. Spatial prediction of 

radioactive Cs concentration in agricultural soil in eastern Japan. Soil Sci. Plant Nutr., 60, 393-403 

 

  

https://www.affrc.maff.go.jp/docs/map/index.htm
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除染後農地の問題点と農業復興に向けた取り組み 

○齋藤隆（福島県農業総合センター浜地域農業再生研究センター） 

 

１．はじめに 

2011 年 3 月 11 日の東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所事故により, 福島県

浜通り地方を中心とした 12 市町村に避難指示が出され, 多くの住民が避難を余儀なくされた。避

難指示区域となった市町村は川俣町（山木屋地区）, 田村市（都路地区）, 南相馬市（小高区）, 

浪江町, 双葉町, 大熊町, 富岡町, 楢葉町, 広野町, 飯舘村, 葛尾村, 川内村である。2013 年 8

月には年間積算線量の水準に応じて帰還困難区域, 居住制限区域, 避難指示解除準備区域の

3 地域に区分された。これらの地域は広範囲かつ高濃度の放射性物質により汚染され, 農業者が

避難したことから, それまでの農業生産が全面的に停止した。現在は, 避難指示区域は市町村毎

に段階的に見直しが進められ, 帰還困難区域の一部，居住制限区域, 避難指示解除準備区域

の除染が実施され, 多くの地域では営農再開・農業再生が進みつつあるが, 一部の地域では帰

還が進まず, 長期間にわたり営農が中断している状況にある。 

福島県では避難指示区域を対象に営農再開・農地再生を加速するため, 2016 年 3 月に「浜地

域農業再生研究センター」を開所し, 各市町村や生産者等の意向を踏まえ, 現地実証試験に取り

組んでいる。作物, 野菜特産, 花き, 畜産, 放射線防護, 鳥獣害対策等の各専門分野を担当す

る研究員が農業者や市町村等の意見等を踏まえて, 避難地域等の農業者が直面する様々な課題

の解決に向けた実証研究を実施している。また, 課題解決の加速化・高度化に向けて, 国の研究

機関や大学などの関係機関・団体等と連携し, 共同研究等に取り組んでいる。2021 年度現在, 実

施している実証研究は図 1 のとおりである。本報告では, これまで実施してきた実証試験を中心に, 

除染後農地における緑肥作物を活用した地力回復に関する研究を紹介する。 

 

２．除染後農地における緑肥作物を活用した地力回復効果 

福島県内の避難指示区域等では, 表層に降下した放射性セシウムを除去するため,  農地除染

（表土剥ぎ・客土）が実施されている（図 2）。このような除染後農地は, 肥沃な表土が除去され, 山

砂等が客土されることが多いことから, 一部の地域では土壌肥沃度の低下が懸念されている。また, 

避難指示区域では大部分の畜産業が未だに営農再開されておらず, 地域内での堆肥の生産・流

通が少ないことから, 良質な堆肥施用による土壌肥沃度の回復は期待し難い。さらに, 農地除染

の際, 重機作業により, 土壌が踏み固められ, 土壌の排水性や透水性の悪化が懸念されている。 

このため, 福島県双葉町および富岡町の除染後水田において各種緑肥作物の栽培・すき込み

が後作物の生産性に及ぼす影響を評価するとともに, 土壌物理性に及ぼす影響も併せて評価し

た。 

（１）マメ科緑肥作物の栽培・すき込みによる後作物の生産性評価 

双葉町の除染後水田において, マメ科緑肥作物のクロタラリアおよびセスバニアの栽培・すき込

み後にイタリアンライグラスを栽培し, イタリアンライグラスの生産性を比較した(表１)。この結果, セ

スバニアおよびクロタラリアの栽培・すき込み後のイタリアンライグラスの乾物重は無栽培後のイタリ
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アンライグラスと比べ多くなることが示された。除染後水田においてマメ科緑肥作物の栽培による土

壌肥沃度の向上効果が示された。 

（２）マメ科緑肥作物の栽培・すき込みによる土壌物理性改善効果 

富岡町の除染後水田において, クロタラリアおよびセスバニアを栽培後, 栽培前後の土壌の容

積重および三相分布を測定し, 無栽培区と比較した（表２）。この結果, 播種前の各処理区におけ

る土壌の容積重や固相率には差が見られなかったが, すき込み前の各処理区における土壌の容

積重や固相率は無栽培区で高い値を示した。除染後農地においてマメ科緑肥作物の栽培による

土壌の物理性改善効果が示された。 

 

３．今後の課題 

除染後農地では, ほ場内の土壌肥沃度が低下するとともに, 土壌肥沃度のばらつきが見られ, 

農作物生産への影響が懸念されている。これまでの研究では, 農作物の生産性から間接的に土

壌肥沃度のばらつきを評価する手法が開発されているが, 避難指示区域において, 農作物の作

付前に土壌肥沃度のばらつきを迅速かつ精度良く把握する技術は展開されていない。浜通り地方

における農業生産性の回復・増強において, 土壌肥沃度のばらつきや地力低下の実態を把握し, 

安価かつ簡易的な土壌肥沃度改善策を実現する技術は, 先導的技術として期待されている。 

このような状況の下, 農林水産省の福島イノベーション・コースト構想に基づく先端農林業ロボッ

ト研究開発事業では, 京都大学が中心となり, 福島県と連携し, 放射性物質や土壌肥沃度のばら

つきを可視化するトラクタ搭載型のロボットを開発した（図３）。この技術により, 農地除染により生じ

た土壌肥沃度のばらつきを「見える化」技術で可視化し, 深耕することで土壌肥沃度のばらつきを

改善できることが示されたが，下層土に多くの礫が含まれる農地では, これらの技術を適応すること

が難しいことが示された。このため, 効果的な改善技術が期待されている。 
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 図１ 令和３年度避難指示区域等における営農再開のための実証研究 

 

                 

図 ２ 

農地除

染 （ 表

土剥ぎ

＋客土）

の様子  

市町村 番号 試験研究課題

1 山木屋在来ソバの栽培実証

2 牧草の生産性向上技術実証

3
除染後農地における牧草と飼料用トウモロコシ二毛

作栽培体系の実証

田村市 4 カンショ栽培の効果的な除草と鳥獣害対策の実証

5
マメ科緑肥作物すき込みによる水稲高密度播種苗栽

培の実証

6 保全管理期間中のスギナ防除の実証

7 園芸品目の栽培に向けた緑肥作物の選定

8 ソバ品種「にじゆたか」の安定生産技術の確立

9 阿武隈中山間地域におけるカラーの栽培実証

10 阿武隈中山間地域におけるキンギョソウの栽培実証

11 水田放牧に適した牧草の選定と栽培体系の実証

楢葉町 12 浜通り平坦地域におけるユーカリ栽培の実証

13
除染後水田におけるふくひびきの湛水直播栽培の実

証

14 除染後農地における水稲有機栽培に向けた栽培実証

15 晩生品種の導入による秋ソバの作期拡大の実証

16 水稲湛水直播栽培における鳥害の実態把握

17 ソバ栽培における排水対策の実証

18 有機栽培に向けたフェンネル栽培の実証

19
ワイヤーメッシュ柵による防護柵管理労力削減の実

証

大熊町 20 緑肥作物の組合せによる農地保全管理技術の実証

双葉町 21
特定復興再生拠点区域における緑肥作物による生産

性向上の実証

22 籾殻くん炭を活用した塩化カリ代替え効果の検証

23
営農再開地域におけるトルコギキョウ斑点病に対す

る防除体系の実証

24
緑肥作物すき込みによる飼料用トウモロコシの収量

確保技術の実証

葛尾村 25 中山間地域に適したピーマンかん水技術の実証

浪
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飯
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村

富

岡

町
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帰還困難区域
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壌肥沃度測定結果のイメージ 

 

表１ 各区のイタリアンライグラスの乾物重 

 

 

表２ 耕起前・すき込み前の土壌の容積重および三相分布 

 

無栽培区

セスバニア区

年次

セスバニア 2017 461 ± 124

2018 441 ± 113

クロタラリア 2017 236 ± 71

2018 166 ± 5.7

無栽培 2017 80 ± 11

2018 14 ± 6.0

(kg DW /10a)

前作
乾物重

採取時期 区名

クロタラリア 155 ± 3.8 31.7 ± 1.9 20.1 ± 0.6 48.2 ± 2.1

耕起前 セスバニア 149 ± 7.5 35.3 ± 2.9 18.5 ± 1.4 46.2 ± 3.5

無栽培 152 ± 7.1 32.5 ± 1.3 20.5 ± 0.8 47.0 ± 1.8

クロタラリア 162 ± 3.0 23.0 ± 2.7 28.1 ± 2.1 48.9 ± 1.1

すき込み前 セスバニア 158 ± 3.9 25.4 ± 2.9 26.9 ± 3.6 47.6 ± 1.6

無栽培 173 ± 6.7 16.1 ± 4.9 32.4 ± 4.0 51.5 ± 1.7

(g/100mL) (%)

容積重 気相率 液相率 固相率
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動きにくいセシウムの３つのかたち 

○山口紀子（農研機構農業環境研究部門） 

 

１．はじめに 

東京電力福島第一原子力発電所事故（以後，福島原発事故と略）により放出された放射性セシ

ウムの大部分は水に溶けやすい形態，あるいは水に溶けた状態で土壌や植物の表面に沈着した。

もともとは水に溶ける状態にあったにもかかわらず，いったん土壌に入った放射性セシウムのほとん

どは，容易に溶け出すことができなくなる。それは，土壌中に含まれる鉱物の一種である風化雲母

が放射性セシウムを固定し，閉じ込める特性を持つためである。植物の表面に沈着し放射性セシウ

ムは，一度植物に取り込まれた後で土壌に戻るが，すぐには風化雲母に固定されずに植物遺体由

来の有機物中にとどまる場合がある。また，福島原発事故で放出された放射性セシウムのごく一部

は，ガラスに閉じ込められた動きにくい形態で地表に沈着したこともわかってきた。本講演では，こ

れらの水に溶けだしにくく動きにくい放射性セシウムの形態について，最近の研究成果も交えて紹

介する。 

 

２．土壌中の鉱物がセシウムを動きにくくする 

プラス電荷を持つ陽イオンであるセシウムイオン(Cs+)は，マイナス電荷を持つ鉱物に吸着する。

土壌中でマイナスの電荷を持つ主要成分は粘土鉱物と腐植物質である．土壌中には，植物の養

分となるカリウムイオン(K+)やカルシウムイオン(Ca2+)などの陽イオンが，Cs+よりも多量に存在してい

る。腐植の持つマイナスの電荷は，放射性 Cs＋よりも Ca2＋のような多価イオンと親和性が高く，土

壌中で放射性 Cs＋を吸着する能力はほとんどない． 

土壌中には構造や特徴の異なるさまざまな鉱物が存在するが，放射性セシウムを吸着する能力

が高いのは，2：1 型層状ケイ酸塩とよばれる種類の粘土鉱物である．2：1 型層状ケイ酸塩鉱物は，

図 1 に示すように，負電荷を持つシートが重なりあった層状構造をもち，層間に陽イオンを吸着す

る。層間の陽イオンは別の陽イオンに置き換わることが可能であり，このような反応をイオン交換反

応という。放射性 Cs＋はこのイオン交換反応により，2：1 型層状ケイ酸塩鉱物の層間にもともとあっ

た陽イオンと入れ替わることで吸着する。いったん層間に吸着した放射性 Cs＋は再びイオン交換に

より他の陽イオンと入れ替わることで，溶出する。このように一時的に保持されている放射性 Cs＋

は，交換態放射性 Cs とよばれる。 

2：1 型層状ケイ酸塩の一種に，雲母とよばれる鉱物がある．2：1 型層状ケイ酸塩の層間に面した

部分には， K+の大きさに近い空洞があるが，雲母の層間は，空洞にちょうどはまりこむ K+によって

占有され，層間が閉じている．このため雲母の層間の K+は，他の陽イオンと入れ替わることができ

ず，イオン交換反応はおこらない．ところが風化した雲母では，貼り合わせた紙の端や破れた部分

がめくれあがるように，雲母のシートどうしが離れ，層間が広がる．K+が存在し層間が開かない領域

と，層間が広がった領域の境目にあたる部分は，フレイドエッジサイト（Frayed edge site：FES）とよ

ばれる．FES は層間の一部であり，イオン交換反応が可能である．しかし，空間的制約からイオン

交換反応により吸着できるイオンは，空洞の大きさにイオンサイズの近いイオンに限られる．Cs＋は
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この条件を満たすため，他の陽イオンに妨害されることなく FES を占有できる。また，FES に放射性

Cs＋が吸着後に層間が閉じると，放射性 Cs＋が固定され，容易に溶出されなくなる。 

FES は，バーミキュライトやイライトなど雲母が風化した粘土鉱物の一部に存在するだけで，土壌

のマイナス電荷の 1％にも満たない場合が多い．それにもかかわらず，土に沈着した放射性 Cs の

大部分が土にとどまるのは，放射性 Cs と比較して十分な量の FES が存在するからである．土壌が

どの程度 FES を持つかは，放射性 Cs 捕捉ポテンシャル（Radiocesium Interception Potential：

RIP）という指標で評価できる．RIP は，土壌中有機物含量が多いほど低い傾向があったが，粘土含

量とは関係がなかった（Yamaguchi et al., 2017）。これは，FES をもつ風化雲母が，土壌中粘土画

分の主要構成成分ではないためであるが，詳しくは中尾氏の講演で解説する。 

 

 

図 1．土壌中の負電荷部位と放射性セシウムの関係 

 

３．有機物がセシウムを閉じ込める？ 

土壌中の有機物の大部分は，植物や微生物を構成していた有機物から二次的に生成し，長期

間安定に存在する腐植物質である。分解過程の生物遺体や生体構成分子は腐植物質には含ま

れないが，土壌有機物の構成成分として重要である。2011 年 3 月の福島原発事故により放出され，

地表に沈着した水溶性放射性セシウムの一部は，植物の表面に付着し，植物体内に取り込まれた。

枯れた植物は放射性セシウムを含んだまま分解し，土壌有機物の構成成分となった。畑地や水田

では，枯死した作物残渣は耕起などにより土壌とよく混合され，比較的早く分解される。一方で耕

起をおこなわない牧草地や森林では，表層に十分に分解のすすんでいない有機物が蓄積する。ヨ

ーロッパの森林では，表層に蓄積した有機物中の放射性セシウムが有機物から溶出し，土壌鉱物

に吸着される前に植物に吸収され，再び枯死して土壌表層に戻る，という有機物を介した放射性セ

シウムの循環がおきている（Kruyts and Delvaux, 2002）。一方，日本の森林では福島原発事故後 1

～２年で表層有機物に含まれる放射性セシウムの大部分が，下層の鉱質土壌に移行し，鉱物に固

定されることが明らかにされた（Imamura et. al., 2020）。このように有機物の多い土壌環境下では，

有機物の分解されやすさが，放射性セシウムの動態に影響をおよぼしている。 

枯死した植物は，土壌生物や微生物により細断，分解される。そして 微生物が分泌する代謝産

物が糊の役割をし，有機物と鉱物が複合体を形成した団粒が形成される。Mukai et al.（2014）は，

福島県内の森林で採取した土壌粒子をイメージングプレートで感光させ，放射性セシウムを濃縮し
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ている粒子を単離して電子顕微鏡で観察した。単離した粒子は，風化雲母，粘土の凝集体と有機

物－粘土複合体であった。また，Tsukada et al.（2021）は，福島原発事故から 8 年後の草地土壌で

は，有機物と鉱物からできた団粒画分の放射性セシウム濃度が，土壌鉱物画分よりも高いことを見

出した。事故当時に作物に沈着した放射性セシウムが，有機物と鉱物からなる団粒内に残留して

いることを示唆している。この結果は有機物が団粒内に隔離されることで微生物分解を受けにくくな

り，比較的長期間保存されることと整合性がある。団粒内に保存された放射性セシウムがどのような

環境下でどの程度の期間保存されうるのかは不明であり，継続的なモニタリングが必要である。 

 

４．ガラス微粒子に閉じ込められて放出された放射性セシウム―放射性微粒子 

 Adachi et al. (2013)は，福島原発事故由来のプルームが到達した 2011 年 3 月 14 日に大気降下

物を回収したフィルターから，1 粒子あたり 0.4～４ Bq の放射性セシウムを含む直径 2μm の不溶

性の球状粒子を発見した(図 2A)。この球状粒子は，発見当初はセシウムボールと呼ばれていた。

セシウムボールは，放射性セシウムを含むケイ酸ガラスであり，原子炉内で生成して飛散したもの

である（Igarashi et al., 2019）。しかし球状ではない不定形の粒子(図 2B)も発見されたことから，最

近では放射性微粒子という呼称が使われている。放射性微粒子は溶けにくい粒子ではあるが，湿

潤環境下で徐々に溶解し，放射性セシウムを放出すると考えられる。酸性条件下よりもアルカリ条

件下で溶解しやすく，水温 13℃では，純水では 70 年，海水では 10 年程度で半径 1 μm の放射

性微粒子が完全に溶解すると見積もられた（Okumura et al., 2019）。福島原発事故で放出された

放射性セシウムに放射性微粒子由来の放射性セシウムが占める割合は，現在のところ明らかにな

っていない。しかし，数 Bq の粒子が少量土壌に混入しても土壌中放射性セシウム濃度は大きく変

動しないこと，放射性微粒子の溶解により放出された放射性セシウムは鉱物に固定されることから，

土壌への放射性微粒子の混入が作物による放射性セシウムの吸収におよぼす影響は極めて小さ

いといえるだろう。 

 

 

図 2 放射性微粒子の電子顕微鏡写真（Igarashi et al. 2019 図 8，図 17 より抜粋） 
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５．まとめ 

 福島原発事故により土壌に沈着した放射性セシウムの大部分は，風化雲母に固定され，動きにく

い形態で存在している。しかし，新たな研究から，有機物と鉱物から構成される団粒やケイ酸塩ガラ

ス微粒子に閉じ込められた放射性セシウムが存在することが明らかになってきた。これらを放射性

セシウムの動態を考えるうえでどの程度考慮する必要があるかについては，今後の研究で明らかに

していく必要がある。 
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作物を放射能汚染から守る黄砂の力 

○中尾 淳（京都府立大学） 

 

１．はじめに 

自然には様々な顔があります。普段何気なく接しているものにも見過ごされている良い面があり，

人や社会に恩恵をもたらしています。 

黄砂に放射能汚染から「作物を守る力」があることは，これまで完全に見過ごされてきましたが，

福島原発事故が起きたことで，初めてその重要性が認識されました。ここで，「作物を守る力」と表

現したのは，黄砂の主成分として含まれる鉱物が，放射性セシウムを強く吸着し作物による吸収を

抑える力のことです。その鉱物とは，風化雲母やバーミキュライトなどの雲母系鉱物であり（詳しくは

山口氏の講演で解説），これを含む黄砂が地球史を通じて日本に降下・堆積し続けたことで，日本

の土壌が放射性セシウムを吸着する力は大きく向上している実態が最近の研究から明らかになっ

てきました（Nakao et al., 2015）。 

本演題では，まず黄砂の発生源や成分，および土壌に混じった際の見分け方について紹介しま

す。続いて，黄砂の交じりが少なく放射性セシウムが動きやすい土壌が分布する場所の見分け方と

その根拠についてお話しします。そして最後に，作物を放射能汚染から守る黄砂の力を福島の農

業復興にどう生かすのかについて，考えを述べていきます。 

 

２．黄砂の発生源，成分，および土壌に混じった際の見分け方 

 黄砂とは，ゴビ砂漠やタクラマカン砂漠などの大陸内陸部の乾燥地帯で巻き上げられ，偏西風に

よって広域輸送された土壌・鉱物粒子が，空中に飛揚しながら徐々に沈降する気象現象のことであ

り，古くから春の風物詩として身近な存在でした。黄砂の一部は，降雪の氷晶核として主に日本海

側の陸地に速やかに沈降し，一部は空中に飛揚しながら日本列島のほぼ全域に徐々に沈降しま

す。その堆積速度は概ね 5～10 g m-2 y-1 ですが，最終氷期最盛期には現在の数倍の堆積速度で

あったことが知られています（吉永，1998）。 

黄砂は，主に数マイクロから数十マイクロメートル程度の粒径を示す微細な鉱物粒子の集合体で

あり，石英，長石，緑泥石，方解石，カオリナイト，酸化鉄などとともに，イライトやバーミキュライトな

どの雲母系鉱物も含んでいます。微細で部分的に風化した雲母系鉱物は，放射性セシウムを吸着

する高い機能を備えているため（Sawhney, 1972），この鉱物が多く混じった土壌では作物による放

射性セシウムの吸収は起こりにくくなります（Kurokawa et al., 2020）。ただし，土壌中の微細な雲母

系鉱物が常に黄砂を起源とするとは限りません。なぜなら，日本列島を形成する主な基岩である花

崗岩や頁岩にも黒雲母やイライトなどの雲母系鉱物が含まれており，これらが風化を受け細粒化し

た可能性も十分考えられるためです。雲母系鉱物以外の黄砂成分も，土壌鉱物としてありふれたも

のばかりなので，これらが含まれること自体は，黄砂の混入を示す手掛かりにはなり得ません。 

土壌への黄砂の混入を示す有力な証拠となるのが，微細石英の酸素同位体比です。全酸素の

0.2％ほど存在する 18Ｏが鉱物に含まれる割合（18Ｏ/16Ｏ）は，鉱物が結晶化した際の温度が高いほ

ど少なくなり，標準海水の 18Ｏ/16Ｏ値との千分率で表すδ18Ｏの値は火山岩では 10‰以下となり，
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堆積岩の多くでは 20‰以上となります。これに対して日本に飛来する黄砂に含まれる微細石英の

δ18O 値は 15～17‰というかなり狭い範囲の値を取ることが分かっています（溝田・井上，1988）。そ

こで演者らは，土壌から微細石英を単離し，レーザーフッ化システムと接続した安定同位体比測定

用質量分析装置（Tanaka and Nakamura, 2013）を用いてδ18O 値を求めることで土壌への黄砂の

混入の有無を確かめることにしました。 

 

３．放射性セシウムが動きやすい土壌とは？ 

福島県東部に広く分布する花崗岩帯の土壌には，花崗岩に元々含まれる黒雲母などの雲母系

鉱物が豊富に存在しますので，黄砂の混じり具合を考慮する必要性は低いでしょう。それに対して，

畑地や牧草地として広く利用される黒ボク土の場合，主な母材とされる火山灰には雲母系鉱物が

ほとんど含まれません。そのため，黒ボク土に黄砂が混じることの意義は大きく，逆にその割合が減

少する程，雲母系鉱物の量が減少し，放射性セシウムが動きやすくなるはずです。では，黄砂が混

じる割合が小さい黒ボク土はどこに分布しているのか？その情報を正確に把握することは作物を放

射能汚染から守るために非常に重要です。演者らの研究グループは，火山に近い場所ほど火山

灰の降下量が増加するため，過去に累積した黄砂が希釈されると仮定し（図 1），これを検証するた

めのモデル実験を熊本県阿蘇山周辺に分布する黒ボク土を用いて実施しました。 

 

 
図 1．火口から離れるにつれて火山灰に対する黄砂の混入割合が増加するイメージ。 

 

阿蘇山の試料を用いた理由は，中岳火口から約 10，14，16，32 km に位置する 4 地点（Site 1，

Site 2，Site 3，Site 4）の安定地形面に火山灰の累積層の露頭があり（図 2），それぞれ異なる深さ

に年代が判別されている火山灰層（鍵層）が確認されていたためです。Site 1，Site 2 の場合は鬼界

アカホヤ層（K-Ah: 7,300 年前）がそれぞれ，285～300 cm と 107～127 cm の深さにあり，Site 3，

Site 4 では草千里ヶ浜軽石層（Kpfa: 3 万年前）がそれぞれ 383～431 cm と 140～150 cm にあり，

火口から離れるほど古い年代の鍵層が浅い位置にあることが分かります。各地点の累積層から土

色や固さなどに基づいて細分化した識別層ごとに土壌を採取し，<2 µm および 2-20μm 粒子を分

画しました。粘土，シルトと呼ばれるこれらの粒子画分は，日本に飛来する黄砂とほぼ同じ粒径範

囲です。この分画粒子に含まれる雲母系鉱物および石英量を求めるとともに，石英のδ18O 値を測

定しました。さらに，これらの分画粒子の持つ放射性セシウムを吸着する力を知るために，放射性
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セシウム捕捉ポテンシャル（RIP）の測定を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

図 2．Site 1～４の火山灰累積層の露頭の様子。 

 

その結果，各層の粘土・シルト画分に含まれる雲母系鉱物および石英量と RIP は，相互に高い

相関関係を示すとともに，火口から離れた場所ほど（Site 1→4）値が増加する傾向を示しました。石

英の単離量が多かった Site 3 と Site 4 についてδ18O 値を求めたところ，それぞれ 15.8±0.4‰，

16.3±0.2‰と狭い範囲の値となり，石英の起源がほぼ黄砂由来で間違いないことが確認できまし

た。さらに，表層から K-Ah 層または Kpfa 層までの累積層の総量自体は地点ごとに大きく異なるに

もかかわらず，その中に含まれる雲母・石英の総量は地点間でほぼ同量であることが分かりました。

これらの結果は，黒ボク土の粘土・シルト画分に含まれる雲母系鉱物がほぼ全て黄砂に由来し，黒

ボク土の放射性セシウムを吸着する力のほとんどが黄砂由来の雲母系鉱物量のみで決定されるこ

とを示しています。 

さらに重要なこととして，火口から 32 ㎞離れた Site 4 では，RIP の値がほぼ全ての層位で 1 mol 

kg-1 を超えることが分かりました。先行研究の結果から，RIP が 1 mol kg-1 以上あれば作物への放射

性セシウムの移行は大きく抑制されることが分かっています（Takeda et al., 2015）。つまり，主となる

母材に雲母系鉱物が全く存在しない場合でも，黄砂がある程度（概算で 20 wt%程度）混入していれ

ば，その土壌は放射能汚染から作物を守る力が十分あることが分かりました。 

ただし，このモデル実験のように主な火山灰の供給源が１つの場合と比べると，複数の火山が連

なる東北地方では，火口からの距離と黄砂の混じる度合いの関係は，より複雑で分布則の解明が

やや困難です。本講演では東北地方の黒ボク土に含まれる黄砂に関する研究の進捗状況につい

ても紹介する予定です。 

 

Site 1 Site 2 

Site 3 Site 4 
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５．まとめ 

 黄砂は安定地形の表層に時間をかけて蓄積します。今回紹介したような雲母系鉱物を含まない

火山灰の堆積という自然現象だけでなく，造成の際に表層土壌を剥ぎ取り，代わりに雲母系鉱物を

含まない客土材を加えるような人為改変によっても，作物を放射能汚染から守る土壌の力は低下

するでしょう。この力が小さい土壌については，放射性セシウムの移行抑制対策としてカリウムの追

加的な施用が推奨されます（詳しくは藤村氏の講演で解説）。放射性セシウムを強く吸着する土壌

の力の源を知り，その力の大きさが土壌ごとに異なる法則を理解していくことは，対策の使い分けや

無駄遣いを回避するために重要です。今後の特定復興再生拠点における除染や営農再開に向け

て，こうした土壌情報が有効活用されることを期待します。 
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カリウム肥料を撒くことの効果－水稲－ 

○藤村恵人（農研機構東北農業研究センター） 

 

１．はじめに 

東京電力福島第一原子力発電所において 2011 年 3 月に事故が発生し，福島県を中心とした

広い範囲に放射性物質が沈着した。沈着した放射性物質のうち放射性セシウム（Cs-134 および

Cs-137）は半減期が比較的長く，また，作物に比較的吸収されやすいため，内部被曝要因として

注意を要する。今回の原発事故により放射性セシウムが沈着した地域では，農産物の放射性セシ

ウム濃度を抑制するために通常よりも多くのカリウム肥料が撒かれてきた。本稿では，カリウム肥料

の施用による放射性セシウム吸収抑制対策の科学的根拠を紹介するとともに，吸収抑制対策の今

後の方向性について論じる。 

 

２．カリウム施用による放射性セシウムの吸収抑制 

 セシウムはカリウムと同じアルカリ金属であり，化学的性質がカリウムと似ている。そのため，セシウ

ムはカリウムの輸送経路により植物に吸収され（Qi et al., 2008），カリウムとセシウムの吸収は拮抗

する。したがって，植物にとって利用可能なカリウムが土壌中に存在することにより，植物によるセシ

ウムの吸収は効果的に阻害される（Shaw and Bell, 1991）。このことは今回の原発事故以前から知ら

れていたことではあるが，今回の原発事故被災農地での農産物栽培におけるカリウム施用の効果

は，当然ながら，検証されていなかった。 

2011年に玄米の放射性セシウム濃度が暫定規制値（500Bq/kg）を超過した水田を含む，福島県

内の隣接した水田 5 筆の調査により，玄米の放射性セシウム濃度は収穫時の土壌中交換性カリウ

ム含量と負の相関関係にあることが明らかとなった（Saito et al., 2012）。Kato et al.（2015）は福島

県，栃木県，茨城県および群馬県の水田における調査結果を解析し，土壌から玄米への移行係

数（玄米中放射性セシウム濃度/土壌中放射性セシウム濃度の比）は収穫時の土壌中交換性カリ

ウム含量と負の相関関係にあることを明らかにした。また，玄米への放射性セシウムの移行を抑制

するために，通常の施肥や稲わら・堆肥施用に上乗せしたカリウム施用（カリウム上乗せ施用）の実

施を提言した。さらに，福島県内の水田土壌を供試したポット栽培試験により，カリウム施用による

水稲の放射性セシウム吸収抑制効果が確かめられた（Fujimura et al., 2013）。これらの知見に基づ

いて，2012 年から福島県等では通常施肥前の土壌中交換性カリウム含量を 25mg/100g 以上とす

る指導が行われるようになった。なお，Suzuki et al.（2015）のポット栽培試験により，灌漑水に含ま

れる放射性セシウムの吸収に対してもカリウム施用が抑制効果を持つことが明らかとなっている。 

  

３．カリウム施用の効果 

 福島県においては 2011 年に玄米で暫定規制値を超過するリスクが高いと考えられた一部地域に

おいて抽出検査と全袋検査が行われた（藤村ら，2021）。その結果，39 検体（全 26,464 検体）で暫

定規制値の超過が確認された。2012 年からは出荷前の全袋検査（1 袋 30kg，約 1,000 万袋）が開

始された。一般食品の基準値（100Bq/kg）を超過した検体の割合は 2012 年の 0.0008%から 2014
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年の 0.00002%まで低下し，2015 年以降は基準値を超過した玄米は検出されていない。水田で生

産される玄米の放射性セシウム濃度が低下した要因としては，カリウム施用による放射性セシウム

の吸収抑制，放射性セシウムの土壌粒子への固定（Sawhney, 1966）および放射性セシウムの物理

的・環境的減衰が考えられる。 

 カリウム施用による放射性セシウムの吸収抑制効果には上述した吸収における拮抗作用以外に，

土壌中の交換性放射性セシウム濃度の低下および玄米への放射性セシウム分配率の低下が含ま

れる（Ishikawa et al., 2021）。土壌中の交換性 Cs-137 濃度は交換性カリウム含量とともに，玄米の

放射性 Cs-137 濃度の説明変数として有効であり，交換性 Cs-137 濃度の減少に伴い玄米の放射

性 Cs-137 濃度が減少することが報告されている（矢ヶ崎ら，2019）。カリウム施用による交換性放射

性セシウム濃度の低下は水田土壌を供試したポット栽培試験で観察されている（Ishikawa et al., 

2018）。また，カリウム施用の増加に伴い可食部である子実への放射性セシウムの分配（子実の放

射性セシウム濃度/植物体の放射性セシウム濃度の比）が低下することが玄米で報告されている

（Ishikawa et al., 2018）。 

 

４．交換性カリウム含量の維持 

 福島県では，カリウム上乗せ施用をせずに玄米を栽培する 1 年の実証試験が 2015 年に市町村

単位で開始された。これらの実証試験により玄米の放射性セシウム濃度が 25 Bq/kg（全量全袋検

査の検出下限値）を超過しないことが確かめられた後に多くの市町村で一律のカリウム上乗せ施用

のための肥料配布が中止された．しかし，今後の栽培管理においては交換性カリウム含量を減少

させないことが引き続き必要であると考えられる。すなわち，不十分なカリウム施用条件で 2014 年

に栽培試験が実施された水田では 500Bq/kg を超過する玄米が生産されたこと（Ishikawa et al., 

2017）や 2019 年においても土壌中の交換性カリウム含量が少ない条件では移行係数が高まりやす

いこと（農研機構, 2021）が報告されている。さらに，カリウム上乗せ施用中止後に，カリウム施用が

十分でない栽培管理が続けられた場合には,交換性カリウム含量が減少し,玄米の放射性セシウム

濃度が増加する事例が報告されている（藤村ら，2020）。交換性カリウム含量を減少させないために

は，栽培指針に基づくカリウム施肥や稲わらの還元，堆肥施用が有効である（農研機構, 2021）。 

 

５．今後の放射性セシウム吸収抑制対策 

 カリウムの無施用栽培を数年継続しても交換性カリウム含量の減少や玄米中放射性セシウム濃

度の増加が生じない水田もある（藤村ら，2020）。このことから，これまでのように，広い地域で一律

の放射性セシウム吸収抑制対策を講じるのは労力やコスト，環境保全の面から好ましくなく，それ

ぞれのリスクに応じた対策を講じるのがよいと考えられる。不十分なカリウム施用を継続した場合に

玄米の放射性セシウム濃度が増加するリスクを，個々の水田において評価する手法として，筆者ら

は水田に埋め込んだポットにおいて根域を制限した状態で水稲を栽培することが有効であることを

報告した（藤村ら，2020）。しかしながら，全ての水田についてこの手法を実施することは現実的で

はない。そこで筆者らは，土壌から玄米への放射性セシウムの移行に関与する土壌の交換性放射

性セシウム濃度や非交換性カリウム含量（Kurokawa et al., 2020），カリウム溶脱等から玄米中放射

性セシウム濃度の基準値超過リスクを評価し，リスクに合わせた対策を提示するためのツール開発
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に取り組んでいる。 
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ダイズの放射性セシウム濃度が高い理由 

○二瓶直登（福島大学） 

 

1. 農産物のモニタリング検査 

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原発事故により，広大な地域が放射性物質（主に放射性

セシウム）により汚染された。農畜水産物の安全性を確認するために，原子力災害特別措置法に

基づく緊急時環境放射線モニタリング検査（以下，モニタリング検査）が実施されている。モニタリン

グ検査では，各地域，各品目別から抽出された試料の放射性セシウム濃度を測定しており，食品

衛生法に定める放射性セシウムの基準値（100Bq/kg）を超えた品目は出荷が制限される。福島県

では 2021 年 3 月までの 10 年間で，約 500 品目，約 200,000 点（米，牧草等除く）を実施しており，

検 査 結 果 は 福 島 県 お よ び 厚 生 労 働 省 の ホ ー ム ペ ー ジ 等 で 公 表 し て い る （ 福 島 県 HP 

https://www.new-fukushima.jp）。 

本検査結果によると，原発事故直後の三か月間に採取された試料で放射性セシウム濃度は特に

高い。これは，原発事故時に生育していた作物に，降下した放射性セシウムが直接葉等に付着し

たからである（最大値はクキタチナの 82,000Bq/kg）。2011 年 7 月以降は，事故後に作付された作

物が検査対象となり，土壌を介した間接汚染が主な放射性セシウムの吸収経路となった試料の放

射性セシウム濃度は大幅に低下し，2015 年度以降基準値を超えるサンプルはほとんど検出されて

いない。 

 

2. モニタリング検査におけるダイズの傾向 

基準値以下であるものの放射性セシウムが検出される場合がある。一般にダイズ，小麦，ソバなど

の穀類は，トマト，キュウリ，キャベツなどの野菜よりモニタリング検査では基準値以下ではあるが高

く推移する。これはモニタリング検査では重量（kg）当たりの放射能(Bq)で示されており，乾燥した子

実（水分 10〜20％）で流通する穀類と，水分が 90％程度で水々しい状態で出荷する野菜，果実で

は，全体（1ｋｇ）に対する実の割合が多いため，穀類全般は高めの傾向を示す。さらに，穀類の間

では，ダイズが明らかに高い傾向がみられる(Nihei 2016)。ダイズは世界第 4 位の生産量を占めて

おり，福島県内で約 3000ha の生産面積があるため農業復興には欠かせない。そこで，ダイズの放

射性セシウム吸収の特徴を研究事例の多いイネと比較検討した。 

 

3. セシウムの吸収期間 

生育期間中の放射性セシウム吸収量経過では，イネは約 90％以上が出穂期前で，主に生育前

半のステージでしかセシウムを吸収しない（Nobori et al. 2014）。一方ダイズは開花期期までに約

50％，開花期から子実肥大期までに約 50％を吸収する (図 1，二瓶 未発表)。このように，ダイズ

は生育期間の全範囲に渡ってセシウムを吸収し，イネよりセシウムの吸収期間が長い。特に生育中

期から後期に当たる生育ステージで吸収されたセシウムが子実のセシウム蓄積量に寄与する。また，

体内に取り込まれたセシウムのうち子実（籾）に蓄積する割合は，イネではわずか約 10％であるの

に対し，ダイズでは 40%以上も蓄積し，吸収したセシウムを子実に蓄える割合が多い（図 2）。 
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図 1 生育時期別のセシウムの吸収割合 

 

 

図 2 吸収したセシウムの作物体内での分布 

 

4. 子実への放射性セシウム蓄積 

なぜダイズとイネでこのように子実に蓄積するセシウム量に差が生まれるのであろうか？その理由

を解明するため，人工的に放射性セシウムを添加して栽培したダイズとイネについて，子実内の放

射性セシウム分布をオートラジオグラフィで検討した。その結果，ダイズでは子実全体に均一に分

布し（Nihei et al. 2017），イネでは胚と糊粉層など局所的に蓄積しているに過ぎなかった（図 3）。つ

まり，ダイズの放射性セシウム濃度が高い理由の一つは子実構造にあるといえる。玄米はデンプン

やタンパク質を蓄積する胚乳が多くの部位を占め，カリウムなどの栄養成分を貯める胚はわずか一

部である。これに対し，ダイズの子実は胚乳を持たない無胚乳種子で，子実内の大部分を占める

子葉にデンプンやタンパク質とともに栄養成分を蓄積する。 

植物体内でカリウムとセシウムの挙動が全く同じかどうかについては検討の余地があるが，一価カ

チオンとしてある程度同じ挙動をすると仮定すると，その化学性から栄養成分（特にカリウム）を蓄

積する組織に貯まると考えられる。そのため，可食部（ダイズの場合子実）を検査対象とするモニタ

リング検査では，セシウムの吸収期間が長いことに加え，子実内にセシウムを蓄積する容量が多い

ことがダイズの放射性セシウム濃度が高区なる要因と推定された。なお，ダイズと同じ無胚乳種子
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のクリも果樹の中では高い傾向を示す。 

 

図 3 ダイズとイネの子実中の放射性セシウム分布 

5. まとめ 

ダイズはイネと比較すると約 5 倍のタンパク質，8 倍のカリウム，20 倍のカルシウムを含む。日本で

はダイズの食文化が根付いており，食卓にはダイズを原料とした品は必ずといっていいほど存在す

る。我々はこれまで日常的にダイズの恩恵を受けてきたが，これは種子に多量のミネラル，タンパク

質を貯蔵できる種子構造のおかげである。残念ながらダイズの放射性セシウム濃度が高い理由も，

高栄養を生み出すこの子実構造が要因の一つと考えられた。種子構造は変えることができないた

め，カリウム施肥等の低減対策により安全なダイズ栽培は十分可能である。さらに，セシウム吸収機

構のメカニズムを明らかにすることで，将来的にはセシウムを吸いにくいダイズの育成も可能となる

と予想される。 
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水稲におけるセシウムの吸収と体内での動き 

○古川純（筑波大学） 

 

１．はじめに 

福島第一原子力発電所の事故により環境中に拡散した放射性セシウムが農作物によって吸収

されるという現象は，社会的に大きな関心事となりました。特に我々の主食であるコメに含まれる放

射性セシウム含量は報道でも大きく取り上げられることとなり，土壌中に存在する放射性セシウムが

どのように根で吸収され，また可食部である種子まで輸送されていくのかという過程を理解すること

は，農作物という生活に直結した食品の汚染を最小限に抑えるために極めて重要な課題です。こ

の問題に取り組むにあたり，品種間や突然変異体のセシウム吸収量を比較することでセシウム低吸

収品種を獲得しようとする植物の持つ機能に着目した研究と，施肥法や栽培環境の把握からセシ

ウムが吸収されにくい栽培法を確立し，その原因を理解しようとする研究の，２つのアプローチによ

って解決策の探索がなされました。それぞれ大きな成果が上がっていますので，本発表ではその

一部をご紹介したいと思います。 

 

２．イネにおけるセシウム吸収の品種間差 

事故後の早い段階において，イネのセシウム吸収に品種間差が存在するか否かについての検

証実験がなされました。世界中のイネから代表的な品種を選抜し，茨城県つくば市の実験圃場で

栽培したサンプルを用いて玄米中の非放射性セシウム量を測定したところ，最大で約 9 倍の差が

あることが示されました（山口ら, 2012）。非放射性セシウムは長期にわたって安定的に土壌に固定

されたセシウムであると考えられることから，土壌との相互作用がまだあまり進んでいない原発事故

に由来する放射性セシウムの吸収はまた異なる傾向にある可能性も考えられました。そこで藤原ら

は 2011 年に福島県の水田を用いて放射性セシウムの吸収量を調査し，品種間で 20 倍以上の差

があることを明らかにしました（Ohmori et al., 2014a）。これらの結果は，イネのセシウム吸収には品

種間差があり，その差を生み出す何らかの原因遺伝子が存在していることを示唆しました。原因遺

伝子を同定し，その機能を明らかにすることでセシウム低吸収イネの作出が期待できることを示す

データとなりました。 

 

３．イネにおけるセシウムの吸収を担う輸送体の同定 

イネのセシウム吸収が何らかの遺伝子によって制御されていると示唆されたことから，遺伝子の

機能が破壊された突然変異体を用いた研究が進められました。頼らは突然変異誘発剤で処理され

た 8027 種の変異体を水田で栽培し，玄米中の非放射性セシウム濃度が野生型の 10％未満となっ

た変異体を 3 系統獲得しました。これらの変異体を交換性カリウム濃度が低く，セシウムが吸収され

やすくなっている水田（約 3,500 Bq/kg）で栽培したところ，野生型の玄米の放射性セシウム濃度が

44 Bq/kg であったのに対し，突然変異体のセシウム濃度は検出限界以下となりました（Rai et al., 

2017）。また，これらの変異体はセシウムの吸収量が低下しているにも関わらず，収量ならびに玄米

中のカリウム量には影響がないことが確認され，将来の品種化に向けて極めて有望であることも明
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らかになっています。 

これらの突然変異体を対象に分子生物学的な解析が行われ，セシウムの吸収が低下した原因と

なる遺伝子が特定されました。獲得された 3 つの変異体は，独立して突然変異が起こった系統であ

るにも関わらず，すべて OsHAK1 という根圏のカリウム濃度が低い時に機能する，高親和性カリウ

ム輸送体と呼ばれるタンパク質をコードする遺伝子が破壊されたものでした。このことはイネにおけ

る主要なセシウム吸収の経路は OsHAK1 を介したものであり，その他のカリウム輸送体はセシウム

の吸収にあまり関与していないこと，また OsHAK1 以外の輸送体によってカリウムの吸収が補われ

ており，成長への影響が抑えられたことを示しています（図 1）。 

図 1.イネの根における根圏から細胞内へのセシウム吸収経路 

 

OsHAK1 のセシウム吸収への関与は同時期に逆遺伝学的手法によっても検証がなされました。

CRISPR-Cas によるゲノム編集手法によって作出された OsHAK1 破壊株は，電気生理学的解析か

らセシウムの取り込みが抑制されていることが示され，また放射性セシウムを含んだ土壌で栽培す

ると，その取り込み量が野生型よりも大幅に少ないことが明らかになっています（Nieves-Cordones 

et al., 2017）。 

 

４．セシウム吸収に対する施肥・根圏イオン環境の影響 

1960 年代に実施されたグローバルフォールアウトに含まれる放射性セシウムの吸収抑制に関す

る研究や，チェルノブイリ原発事故後に実施された多くの研究から，カリウム肥料の施肥が植物の

放射性セシウム吸収を抑制することが示唆されていました。そこで，現地水田を対象に植物が利用

可能な交換性カリウム濃度と，そこで栽培されたイネが蓄積した放射性セシウム濃度の相関解析が

行われ，カリウム濃度が高くなるにつれて，イネ玄米中の放射性セシウム濃度が明瞭に減少するこ

とが示されました（Kato et al., 2015; 神山ら, 2015; Kondo et al., 2015）。一方で窒素肥料の施用

は，土壌条件によっては植物によるセシウムの取り込みを促進することが報告されていました。現地

水田における窒素施肥の影響を評価するために，2011 年と 2012 年に施肥条件を変えて栽培され

たイネが収穫され放射性セシウム濃度が測定されました。その結果，玄米の放射性セシウム濃度は，

カリウム無施肥+窒素施肥条件下で慣行施肥の約 2 倍に達することが明らかになりました（Ohmori 

et al., 2014b）。この結果は，日本の水田においてカリウム肥料だけでなく窒素肥料もイネの放射性

セシウム濃度に影響を与えることを示しています。 
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我々は窒素がイネの放射性セシウム蓄積を制御するメカニズムに興味を持ち，水耕栽培での検

証を行いました。対象区に比べて窒素の供給量を下げた実験区を用意して放射性セシウムを吸収

させたところ，通常窒素区に比べて地上部へ輸送されるセシウム量が低下していることが示されま

した（Kinoshita et al., 2021）。個体全体での取り込み量には大きな変化がなかったことから，根から

地上部への移行が抑制されていることを示唆する結果であり，窒素の栄養状況がイネ体内でのセ

シウム挙動にも影響を及ぼしていることが示されました（図 2）。 

図 2.窒素とカリウムの栄養状態を変化させたイネのセシウムの分配 

 

セシウム吸収を制御するもう一つの根圏環境要因として，ナトリウムの関与が報告されています。

イオンビーム照射により作出された突然変異体集団から，玄米中の放射性セシウム蓄積を野生型

の約半分にまで減らすことができる変異体が得られました（Ishikawa et al., 2017）。この変異体の原

因遺伝子は OsSOS2 という，細胞内に取り込まれた過剰なナトリウムを排出するためのメカニズムに

必要なタンパク質をコードしており，変異体では細胞からのナトリウム排出に異常が生じていると考

えられます。石川らは細胞内ナトリウム濃度の増加によるストレスが，OsHAK1，OsHAK5，OsAKT1，

OsHKT2などのカリウム輸送体の発現を抑制することを明らかにしており，特にセシウム吸収の主要

な経路である OsHAK1 の抑制によって根のセシウム吸収が減少したと考えられます。 

我々は現在ナトリウム濃度依存的に根から地上部へのセシウム輸送が阻害されるという現象に着

目した解析を進めています。石川らの研究では，根圏ナトリウム濃度が増加するにつれて根と地上

部の両方でセシウム濃度が減少していますが，我々の設定した実験環境では，地上部のみでセシ

ウム濃度が減少します。根からのセシウム移行の制御にナトリウムが関与していることを示唆する結

果であり，イネのナトリウムストレスへの応答機構は放射性セシウムの吸収抑制だけでなく，体内で

の輸送も制御していることが予測されています。 

 

５．まとめ 

本発表ではイネの根におけるセシウムの取り込みと，吸収されたセシウムが地上部へ輸送される

過程について，カリウムや窒素，ナトリウムが及ぼす影響について報告しました。しかしながら，可食

部であるコメへのセシウム蓄積を理解するためには，地上部組織の中でどのようにセシウムが転流

して種子へと運ばれるのかについても詳細に検証する必要があります。放射性セシウムの濃度が
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制御された安全な品種あるいは栽培法の確立に向けて更なる研究が求められています。 
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これから歩む道-日本土壌肥料学会・日本学術会議の役割 

○信濃卓郎（北海道大学大学院農学研究院） 

 

１．これまで 

震災から１０年が経過し，政府からは２０２０年代中の希望者の帰還困難区域への居住が可能に

なるように除染を進めるとのアナウンスが行われた。広大な農地への放射性物質の飛散は想定を

はるかに超えるものであり，その対策に利用できる現場の知見としては土壌や気候，栽培植物など

が大きく異なるチェルノブイリでの事例，あるいはグローバルフォールアウトによって広く（薄く）汚染

された国内での知見に基づくしかなかった。土壌の汚染レベルに基づいて栽培の可否を決める必

要があったが，チェルノブイリの事例に基づく移行係数（土壌から作物への放射性物質の移行割

合）のリストと管理された全国の農地で取得された移行係数のデータに依存した。特に放射性セシ

ウムが問題となったが，セシウムの吸収は震災以前の研究からカリウムによって拮抗的に制御され

ることが生理的には明らかではあったが，震災から１年が経過する中で，移行係数が土壌中のカリ

ウムの有効度（交換性カリ）によって大きく影響を受けることが圃場レベルでも明確に示された。福

島県を中心に精力的に収集されたデータからは土壌タイプや他の土壌養分，植物種に関わらず

交換性カリの効果が際立っていた。そのため，さまざまな作物の栽培において必要とされる交換性

カリの量が設定され，被災地において広範に追加のカリウム施肥として投入された。この効果は著

しく，例えば水稲の例を見れば２０１１年には約 1.5%の玄米が基準値超過をしたが，2012 年には大

幅に低下し 0.0007%となった。2012 年の作付け状況を考えれば除染の効果というよりはこれはカリ

ウム施肥の効果であることは明らかである。チェルノブイリにおいても施肥（カリウム，リン，石灰）に

よる放射性セシウムの農作物からの低減効果は報告されているが，カリウムに特化してここまで大き

な成果をあげられることは当初予想されていなかった。結果として震災後に行われたマーケットバス

ケット方式での調査からも食品への放射性セシウムの混入は極めて少ないことが示されている。チ

ェルノブイリの事故後では体外被曝よりも体内被曝が問題となったこととは異なり，福島での事故は

体内被曝の問題は極めて小さく，主に体外被曝を考慮した対策に注力可能にした。 

 

２．今 

表１は福島県で生産された玄米の検査結果をまとめたものである。2011 年度はモニタリング，

2012 年度から 2019 年度までは全量全袋検査が行われ，５年以上基準値超過が認められなかった

地域かつ避難指示特別区域外であった場合には 2020 年度からはモニタリング検査に移行してい

る。2013 年の基準値超過は土壌からの吸収には基づかないことが示されており(Matsunami et al. 

2016)，2014 年の基準値超過は施肥管理をしていない自家消費用の玄米であったことから，水稲

の場合は基本的にはカリウムによる移行抑制対策が極めて効果的であり，その結果 2015 年度以

降の基準値超過が認められなかったことからも明らかであり，現時点でもその成果が認められてい

る。 
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表 1．福島県内の特定の地域で生産された玄米の検査結果（福島県）2021.9.18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ただし，このような状況は土壌中のカリウムの有効度がきちんと維持されているからであることを忘

れてはいけない。残念ながら土壌中に残存する放射性セシウムを完全に除去することはできず，ま

た，土壌中のセシウムは土壌の粘土鉱物や有機物と安定的に結合をするために，被災地では長期

に渡って移行抑制対策を徹底する必要がある。実際牧草ではカリウムによる管理を怠った場合に

数年で再び暫定許容値を引き起こした事例も報告されており（岩手県農業研究センター畜産研究

所ら，2019），このことは他の作物でも同様である。 

 また，福島県は中山間地が多く，いわゆる栽培作物ではない山菜などを利用する消費者が多か

ったという。圃場と異なり栽培管理が困難な山菜ではいまだに基準値超過をする品目も認められ

（図１），これらに関しては今後も地域による放射性セシウム含有量の推移を注視する必要がある。 

 

図１．東日本 17 県でのモニタリング結果 

(https://www.maff.go.jp/j/syouan/seisaku/radio_nuclide/attach/pdf/200731_kekka.pdf より作成） 

 

このような状況に加えて，長期的な農地管理を考えた場合には土壌特性による放射性セシウムの

移行のしやすさについての知見も必要である。水稲に関しての福島県内の多数の農地のモニタリ
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ング結果を取りまとめた結果からは，大きく地域的に交換性カリと移行係数の関係には違いがある

ことが示唆されている(Yamamura et al. 2018)(図２)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．交換性カリと移行係数の関係の地域間差 

 

この傾向は水稲で認められている結果であるが，同様の傾向は大豆においても観察されている（図

３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．大豆における交換性カリと移行係数の関係の地域間差。青色は伊達市，赤色は南相馬市の代表的な圃場

での結果。移行係数は地上部全体の数値を示している（Suzuki et al. unpublished data） 

 

そもそも水稲に比べて大豆，そばなどでは同様に穀実を収穫部位としているにも関わらず，同じ交

換性カリでの移行係数が高いことが詳細なデータが示している（図４）。この理由としては水田と畑

作という違いが関与している可能性もあるが，畑作でも小麦では移行係数が低いことが示されてお

り(Kubo et al. 2020)，一部の作物の特有の性質と考えている。同様の比較的高い移行係数は一部

の野菜類でも観察されている（信濃他 2021）。特に野菜に関しては震災直後の２０１１年と２０１２年

に福島県農業総合センターと東北農業研究センターに 
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図４．水稲，大豆，そばの交換性カリと移行係数の関係 

 

おいてわずかに検証されたのみであり，特にカリウムに対しての反応についての十分な検証がなさ

れていなかった。そこで，浜通り内の圃場（営農再開可能圃）において複数の野菜を栽培して土壌

の交換性カリウムに対しての放射性セシウムの吸収の関係をみたものが図５である（信濃他 

2021）。乾物率で考えているため葉菜類であるコマツナ，カブの葉でも比較的高めの数値を示す

が，特にカボチャのように 30mg と比較的高い交換性カリにおいても移行係数が高いことが示され，

今後これらの野菜の栽培においてメカニズム解明と適切な移行抑制対策が求められる。 

 

 

図５．コマツナ，カブ，カボチャ，サツマイモの交換性カリと放射性セシウム濃度の関係 

（放射性セシウムは乾物当りで算出，土壌の放射性セシウム濃度は 2500-3000Bq/kg） 

 

３．これから 

 震災前は土壌肥料学分野は，近年の高度に発達した分析化学や分子生物学の分野に比べる

と，一見その科学分野における重要性は低いかのように思われていたかもしれない。しかし，震災

後の多くの方々の生産基盤を迅速に復興させるためにはこの分野の貢献が必須であったことはこ

の１０年を振り返っても明白である。対策を確立するためには地道な研究，データの積み重ねが必

要であったことも事実である。その一方で，全てを完全に制御できたのかと言われればその答えは

否である。私たちは，この１０年間に得られた核事故に対しての知見を正確に後代に引き継ぐ必要
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があり，それは国内に止まらず国外の研究者のみならず，ステークホルダー，生産者にも伝わるよう

に情報発信を今後も続けていく必要がある。 

 2021年 8月 31日に第 30回復興推進会議及び第 55回原子力災害対策本部会議において

帰還困難区域内の特定復興再生拠点区域外の帰還・居住に向けた避難指示解除を 2020年代

に希望する住民が戻れるように進める方針が決定され，営農についても住民の意向と地元

自治体の調整の上で可能にするとされた。帰還困難区域は震災から１０年が経過しても環

境中の放射能は高い場所が多く残されており，また，１０年間の間に環境中に放出された

放射性セシウムがどのように存在しているのかについての知見に基づいた対策を構築する

必要があると考えられる。その一方で，例え復興といえども資源を有効に活用し，さらに

は地球温暖化への影響を最小限にする取り組みも今後は重要となる。そのためには，例え

ば精緻な農地のカリウム供給能の評価手法の開発などが喫緊に求められている。また，帰

還困難区域は農地除染が終了して営農が再開されても，農地周辺に比較的高濃度の汚染が

残された森林などが残されることが想定される。環境中からの農地への放射性セシウムの

流入とその影響は小さいことはこれまでの研究から示されている一方で，流入の仕方によ

ってはその影響が無視できないこともあることから（Matsunami et al. 2016)，今後も十

分に周辺環境の放射性セシウム動態を解析し，農作物に与える影響について正確に評価を

継続する必要がある。 

 

４．終わりに 

 核事故の影響は長期に亘り，積極的な除染と移行抑制対策が取られてきた東京電力福島第一

原発事故においても，震災当初に比較して大きく状況は改善したものの，いくつかの問題はいまだ

に残っていることが示されている。農地での対策だけを考えても，土壌肥料学のみならず農業工

学，作物学，育種学，環境科学，気象学，水文学等々の様々な分野が総合して取り組む必要があ

り，実際現場で対策に取り組む研究者やそのように取り組んできた（取り組まざるをえなかった）。国

内の研究でも１９５０年代に行われた土壌肥料学雑誌内での報告が実際に参考になったりしたこと

を考えると（ex.天正 他 1959），一見すぐに実用的とは考えられなくても基礎的な研究の継続が実

用的な研究の理論的な裏付けに結びついていた。これからも日本土壌肥料学会・日本学術会議

が幅広く，長期的な視野に立って研究を支持することの重要性が改めて認識されたと同時に，何を

研究として行うべきなのかに真摯に向き合う事が強く求められる。 
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